











































                                                   





































査票に自記したものを郵送で返送。有効回答数：582票（配布数 2,700 票、回収数 583 票、有効回
答数 582 票、無効数 1 票、回収率 21.6％、有効回答率 21.6％）） 
 
表 1 実施調査一覧 ※1 
  インタビュー調査 調査票調査 
2012年 8月 岩手県沿岸部調査①7世帯（インタビューは 12名）   
2012年 11月 岩手県沿岸部調査②3世帯（インタビューは 3名）   
2013年 4月 岩手県沿岸部調査①4世帯（インタビューは 5名）   
2013年 5月 福島県 A市調査②1世帯（インタビューは 1名）   
2013年 8月 岩手県沿岸部調査③6世帯（インタビューは 7名）   
2013年 8・9月   A市津波サロン調査※1 
20141212 国立社会保障人口問題研究所・研究会レジュメ 
2013年 8月～10月   A市仮設住宅住民調査 
2014年 3月 福島県 A市調査②11世帯   
2014年 8月 福島県 A市調査③14世帯   





































































表 2. 田宮他（2013）における問いと論点 
  問い 脆弱性 公的支援のあり方への示唆 
















































表 4 人的被害一覧表 
人口 39996 H23.2 月末住民基本台帳 
死亡者数 842 H23.5.20 現在 
行方不明者数 470 H23.5.20 現在 
避難者数 1715 H23.5.20現在 









市内の復興公営住宅建設予定数：1342戸   























































50 代後半・男性 視覚障害（片目失明） 持ち家の損傷なし 2013 年冬父死去、兄が
不定期の仕事、生活保
護受給 
E（D 妹） 50 代前半・女性 身体障害（リウマチ）・障害基礎年金 2 級 
D、E の父 80 代前半・男性 要介護（介護度 5）・老齢基礎年金 
F 14 年 10
月（3 回） 
50 代後半 視覚障害（全盲）・障害基礎年金 1 級 自宅（持ち家、F の
職場）全壊 
新たに自宅（持ち家）建
設、自営開業（F、G ともG（F 妻） 40 代後半 視覚障害（弱視）・障害基礎年金 2 級 
表 5．住宅の自力再建の状況（2013年 12月末現在） 
被災世帯数※1   3994 
再建済み世帯数※2 
2013 年 7 月 31 日 512（12.9) 
2013 年 10 月 25 日 588(14.7) 









F、G の娘 10 代前半・女性  に働く） 
F、G の娘 10 代前半・女性  

































            
（10 日間） 
A：避難所、
夫 ： デ イ サ
ービス 








    
夫・息子家族
（同居） 
    






















            
                






      
※家族・親族からの「収入」に関してのデータは十分ではない。 
※自宅再建資金は、津波で流された自宅 2 軒、貸家 2 軒にかかっていた地震保険（合計で約 2500 万円）、
1000 万円を A の住宅再建、残りは息子の事業再建・自宅再建に。A 自身は、貯金 100 万円以上あり新居の
整備に用いた。 


































物 や 家 事 な
ど） 
タクシーチケット






            
（3 ヵ月） 
避難所 １ →
避難所 ２ → 
身体障害者
センター 
            



































      





        












































      
 
避難所 
      
2011.3～6 
精神科病院
に入院       
2011.7 仮設住宅 
 
母 ： パ ー ト
（75000 円／
月）  






















場 3 千円） 
 
障害 者雇用






























    
2014.10（I4） 
     
デイケアには 3 ヶ












































































































表 7 地区別被災者数 2011年 8月 30日？  
地区名 人口 死亡者・行方不明者数   
あ（C旧自宅、B自宅） 6971 252 3.6% 
い 4856 25 0.5% 
う 8308 29 0.3% 
え（Aさん仮設） 6014 15 0.2% 
お（A旧自宅） 6630 586 8.8% 
か（A仮設・新自宅） 1263 5 0.4% 
き 3848 29 0.8% 
く 2106 32 1.5% 
計 39996 973 2.4% 
表 4に同じ 
 
表 8 各年代における被災人口の割合 2011年 8月 30日？  
年齢区分 人口① 死亡者② 行方不明者数③ 被災者数④（②＋③） 年代別被災率 
0〜14歳 4404 15 6 21 0.5 
15〜64歳 21876 232 151 383 1.8 
65歳以上 13716 391 178 569 4.2 




身体障害：87（うち重度障がい者 53）人 ［肢体不自由 41（うち重度 22）人、視覚 6（うち重度 6）
人、聴覚・言語・呼吸器 12（うち重度 5）人、内部（心臓、腎臓、ぼうこう等）28（うち重
度 20）人］ 
知的障害：4人［療育手帳 A 3人、療育手帳 B 1人］       




  Eさん（リウマチ）：車いすのため避難所で一人過ごすのが困難 
（兄の Dさんは要介護の父の病院の付添い） 








































   → 「被災の影響」の因果関係よりも、「災害」によって「日常」が変化することで、一層見えて
                                                   
2 「関連死の審査会を設置しているか、今年 3月末までに関連死を認定したケースがある福島県内 25市町村を調べた。復興庁が公表
した 3月末の関連死者 1383人から 5カ月で 156人が新たに増えたことになる。南相馬市が 431人で最も多く、浪江町 291人、富岡町
190人−−の順だった。年代別では回答が得られた 355人のうち、80歳代以上 233人（65.6％）▽70歳代 79人（22.3％）▽60歳代 32
人（9.0％）などで高齢者が多かった死因については多くの市町村が「今後の審査に影響する」と回答を避けた。復興庁による昨年 3
月末のデータを基にした県内 734人の原因調査では「避難所などの生活疲労」33.7％▽「避難所などへの移動中の疲労」29.5％▽「病
院の機能停止による既往症の悪化」14.5％など。自殺は 9人だった。宮城県では今年 8月末現在で 869人、岩手県は 413人だった。」






















    A B C D E H 
  復興住宅への申し込み 0 0 0 1 1 1 
介護・障
害 
本人の障害の有無 1 0 0 0 0 0 
介護責任の有無 1 0 1 0 0 0 
福祉サービス利用 1 0 0 0 0 0 
親族 
手助けしてくれる親族の有無 0 1 0 1 1 1 
              
              
属性 
              
              







































人数 23 9 7 18 1 6














人数 96 19 18 12 52 14 29
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